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「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
東京「君が代」裁判原告団
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＜請願事項＞

１．最高裁判決で「懲戒権者の裁量権の範囲を超え、違法」とされた減給・停職処分を行ったことを真摯に反省し、原告らに謝罪すること。
２．１０・２３通達に基づく校長の職務命令違反を理由とした過去の全ての懲戒分を即時撤回すること。
３．今後、最高裁判決で「思想及び良心の自由」を「制約する」とされた職務命令違反を理由としたいかなる懲戒処分も行わないこと。
４．職務命令違反を理由に減給・停職処分などの累積加重処分を行わないこと
５．１０・２３通達に基づく校長の職務命令を発出しないこと。
６．１０・２３通達を撤回すること。
７．１０・２３通達に係わって懲戒処分を受けた教職員を対象とした「服務事故再発防止研修」を行わないこと。
８．問題の解決のために都教育庁関係部署（人事部職員課、指導部指導企画課、指導部高等学校教育指導課、教職員研修センター研修部教育経営課など）の責任ある職員と被処分者の会・同弁護団との話し合いの場を早期に設定すること。
９．以上を検討するにあたり、本請願書及び２０１２年１月１６日及び２０１３年９月６日の最高裁判決全文を教育委員会で配付し、判決について慎重に検討、議論し、回答すること。


＜請願の趣旨＞

１．卒業式・入学式等で「日の丸・君が代」を強制する東京都教育委員会の１０・２３通達（２００３年）とそれに基づく校長の職務命令により、２０１３年４月までに懲戒処分を受けた教職員は延べ４５０名にのぼります。

２．２０１１年５月以後の一連の最高裁判決は、起立斉唱行為が、「思想及び良心の自由」の「間接的制約」であることを認め、それを踏まえた２０１２年１月１６日の最高裁判決は、減給以上の処分については、「戒告を超えてより重い減給以上の処分を選択することについては，本件事案の性質等を踏まえた慎重な考慮が必要」「処分が重きに失し、社会観念上著しく妥当を欠き、懲戒権者の裁量権の範囲を超え、違法」として減給1ヶ月の懲戒処分を取り消しました。最高裁が、都教委による従来の累積加重処分に一定の歯止めをかけたのです。
また、１・１６最高裁判決は決して無条件で戒告処分を認めたものではなく、「裁量権の範囲内における当不当の問題として論ずる余地がある」と述べており、宮川光治裁判官は反対意見で「戒告処分でも重きに過ぎ、社会通念上著しく妥当性を欠き、裁量権の逸脱・濫用にあたる」としています。

３．ところが、都教委は、２０１３年３月の卒業式、４月の入学式で１名（特別支援学校教員）に減給10分の1・1月の懲戒処分を発令しました。これは、最高裁判決の趣旨をねじ曲げ、ないがしろにするもので断じて許すことはできません。

４．２０１３年９月６日の最高裁判決（第２小法廷　鬼丸かおる裁判長）は、上告人らの請求を棄却したものの、鬼丸かおる裁判官は補足意見において、「個人の思想及び良心の自由は憲法１９条の保障するところであるから、その命令の不服従が国旗国歌に関する個人の歴史観や世界観に基づき真摯になされている場合には、命令不服従に対する不利益処分は、慎重な衡量的配慮が求められるというべきである」として，「当該不利益処分を課することが裁量権の濫用あるいは逸脱となることもあり得る」と判断して、戒告処分であっても「裁量権の逸脱濫用」として取り消される場合があることを示しています。
　　また、同裁判官は、都教委に対し「謙抑的な対応が教育現場における状況の改善に資するものというべき」とも述べており、教育行政による硬直的な処分に対して反省と改善を求めています。（別紙「平成２５年（行ツ）第１４０号　判決」参照）

５．上記最高裁判決（９月６日）に先立ち、都側の上告受理申立が不受理となったことで減給処分２１件、停職処分１件を取り消した東京高裁判決が確定しています。他の訴訟を含めると３０件もの減給処分・停職処分の取り消しが確定しています。また、都立障害児学校（当時）教員の停職１月の懲戒処分取り消しに伴い東京高裁に差し戻しになっていた国賠請求事件でも都側の上告が棄却になり損害賠償を認めた東京高裁判決が確定しています。

６．東京都教育委員会が、最高裁判決で「懲戒権者の裁量権の範囲を超え、違法」とされた減給・停職処分を行ったことは、教育行政として重大な責任が問われる許し難い行為です。その責任の所在を都民に明らかにして、謝罪しなければなりません。

７．鬼丸かおる裁判官の補足意見にもあるように、今、「教育現場における状況の改善」が求められています。問題の解決のために、都教育庁の責任ある職員と被処分者の会・同弁護団との話し合いの場を早期に設定することが必要です。

８．これまで私たちの請願・要請・申し入れなどが教育委員全員に伝わることがありませんでした。今回の請願を機に、１０・２３通達に係わる諸問題について同委員会で真摯かつ慎重に議論し、これまでの教育行政及び１０・２３通達を見直すことを強く求めます。


＜連絡先＞「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会東京「君が代」裁判原告団事務局長　近藤　徹

＜回答期限＞　２０１３年９月２７日（金）。上記近藤まで文書（ＦＡＸ）で回答すること。
